Corporate governance in South Korea - Focusing on the organizational structure of Chaebols - by 金 紅月 & Jin Hongyue
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表2 1MF経済危機以降の所有者別株式所有分布(時価総額基準%)
年度 政府および政府関連企業 機関投資家 一般法人 個人 外国人 合計
1998 19.7 13.7 19.8 28.9 18.0 100
ー999 ー6.4 16,9 19.1 25.9 21,7 100
2000 14ー4 15.8 19_6 20.0 30.2 100
2001 8.1 l5,8 i.7.2 22.3 36.6 100
2002 5.7 15.9 20_2 22.3 36.0 100
2003 4.5 16.7 19.0 19.7 40.i 100
2004 4.4 17.6 18.0 18.0 42.0 100
2005 4_0 19.6 18.3 ー8.4 39.7 一oo
2006 4.3 22.0 18.6 17.9 37.3 loo
2007 3.2 21.2 21.5 21.8 32.4 100
2008 2.9 ー2.4 28.9 27_l 28.8 100




外国人持分率10%未満 (345社) 119.35% 7.04% 6.45%
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表4 1MF経済危機以降の企業支配構造関連法律の変化
午 関連法令 主要内容




外国人投資法 ･外国の株式取得時､財政経済部長官の許可対象縮小 :資産 2兆ウォン以上人既存株式取得時､取締役会の同意要件の変更 10%から33%へ
1999年 商法改正 ･監査役の代わりに社外取締役を中心とした監査委員会 (3分の2以上の社外取締役)を選択設置
2000年 証券取引法の改正 ･資産総額 2兆ウォン以上の大型証券会社および大型上場会社は取締役総数の2分の1以上(少なくとも3人以上)､その他上場会社はその4分の1以上
銀行法改正 ･全金融機関において社外取締役の選任義務化 (2分の1以上)および監査委員会設置3 2以 の社外取締役)





有価証券上場規定 1998年2月20日 上場会社は取締役総数の4分の 1(最低 1人)以上の社
(法律によるものでない) 外取締役を選任する

























































































































年度 非常勤監査 常勤監査 監査委員会 監査委員会内社外取締役の割合
?002 19_90% 63.90% 17.lo艶 85.00%
2004 21.OO篤 59.30% 19.70% 88.50%
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表 8 コーポL,- ト･ガバナンス関連制度の整備
年度 社外取締役制度および監査委員会 少数株主権強化
1998 ･取締役の忠実義務 と事実上の取締役制度導入 ー集中投票制 .書面投票制 ー株主提案制度導入
･上場法人社外取締役選任義務化 (取締役総数 ･取締役 .監査役 .清算人解任請求権､違法行為
の4分の 1以上､最低1名以上) 維持請求権の株主行使要件の緩和 (1%-0.5%)･代表訴訟提起権 日 %-0.01%)､会計帳簿閲覧請求権 (3%- 1%)の株主行使要件の緩和
1999 ･企業支配構造改善委員会で企業支配構造模範基準制定金融機関 と大規模公開企業 (資産 1兆ウォン以上)は2分の 1以上(最低 3人以上)
2000 ･上場会社社外取締役選任義務化資産2兆ウォン以上の企業の社外取締役選任比率強化 (理事総数の2分の1以上)
2001 ･コスダック上場法人に対 しても選任義務化 ･違法行為維持請求権の株主行使要件の追加緩和
(資産ー000億ウォン未満のベンチャー企業は除 (0.5%→0.05%)
外) ･会計帳簿閲覧請求権の株主行使要件の追加緩和
･大規模企業 (資産 2兆ウォン以上)と金融機関は理事総数の2分の 1以上社外取締役を義務化の社外取締役候補推薦委員会 設置を義務化 .監査委員会設置義務化 (監査委員会の 3分の2以上を社外取締役で構成) (1%→0.1%)
2003 ･社外取締役数は最低 2人以上大規模公開企業 (資産 1兆ウォン以上)は過芋数(最低 3人以上)監査委員会の中で 1名を財務 .会計専門家の義務化資産 2兆ウォン以上の株式 場法人またはコスダック上場法人は､ 3 および取締役総の過半数
(出所)佐久間信夫 ･水尾順一編[201〔)】200頁.



















締役の独立性が欠如 してお り､監視機能 もほとん
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蓑9 社外取締役の取締役会出席率
年度 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
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表10 社外取締役の活動に対する満足度の構成比
(単位 :%)
区分 2001年 (回答会社数240社) 2000年 (回答会社数163社)
非常に満足 している 7.9 7.3
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